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特集 会社法改正・税制改正で広がった選択肢

スクイーズアウトの法務・税務・会計
Ⅵ
ス
キ
ー
ム
別
の
法
務
・
税
務
・
会
計
④

株
式
併
合
の

場
合
の
ポ
イ
ン
ト

手
続
選
択
に
お
け
る

法
務
上
の
ポ
イ
ン
ト

⑴
　
概
　
要

株
式
併
合
は
、
数
個
の
株
式
を
あ
わ
せ

て
そ
の
数
よ
り
も
少
な
い
数
の
株
式
に
変

更
し
、
発
行
済
株
式
総
数
を
減
少
さ
せ
る

会
社
の
行
為
で
あ
る
。
平
成
26
年
会
社
法

改
正
に
お
い
て
少
数
株
主
の
保
護
が
手
当

て
さ
れ
た
こ
と
に
よ
り
、
ス
ク
イ
ー
ズ
ア

ウ
ト
の
手
法
と
し
て
用
い
ら
れ
る
よ
う
に

な
っ
て
い
る
。

⑵
　
株
主
総
会
開
催
の
必
要
性

株
式
併
合
に
は
、
対
象
会
社
に
お
け
る

株
主
総
会
の
特
別
決
議
が
必
ず
必
要
で
あ

る（
会
180
②
、
309
②
四
）。

⑶
　
端
数
処
理
手
続

株
式
併
合
の
割
合
は
、
各
少
数
株
主
が

保
有
す
る
こ
と
に
な
る
株
式
が
す
べ
て
１

株
未
満
の
端
数
と
な
る
よ
う
に
設
定
さ

れ
、
か
つ
、
端
数
の
合
計
数
が
１
株
以
上

と
な
る
よ
う
に
設
定
さ
れ
る
。
株
式
併
合

の
場
合
も
、
少
数
株
主
に
金
銭
を
交
付
す

る
た
め
に
は
、
全
部
取
得
条
項
付
種
類
株

式
と
同
様
の
端
数
処
理
の
手
続
が
必
要
で

あ
る（
会
235
、
234
）。

た
だ
し
、
株
式
併
合
の
場
合
は
、
全
部

取
得
条
項
付
種
類
株
式
の
場
合
と
異
な

り
、
株
式
買
取
請
求
が
な
さ
れ
た
株
式
に

つ
い
て
も
株
式
の
併
合
の
効
力
が
及
び
、

端
数
の
合
計
数
に
算
入
さ
れ
る
た
め
、
全

部
取
得
条
項
付
種
類
株
式
の
場
合
に
生
じ

得
る
端
数
の
合
計
数
が
１
株
未
満
と
な
る

リ
ス
ク
は
回
避
で
き
る
。

⑷
　
新
株
予
約
権
の
処
理

株
式
併
合
に
よ
る
ス
ク
イ
ー
ズ
ア
ウ
ト
で

は
、
新
株
予
約
権
を
そ
の
対
象
に
含
め
る

こ
と
が
で
き
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
新
株
予

約
権
を
発
行
し
て
い
る
場
合
は
、
任
意
放

棄
等
の
個
別
の
新
株
予
約
権
者
の
協
力
が

必
要
と
な
る
。
た
だ
し
、
新
株
予
約
権
に

全
部
取
得
条
項
が
付
さ
れ
て
い
る
場
合
は
、

当
該
条
項
を
利
用
し
て
処
理
す
る
こ
と
が

可
能
な
こ
と
も
あ
る
。
ま
た
、
新
株
予

約
権
に
株
式
併
合
が
行
わ
れ
た
場
合
の
調

整
条
項
が
設
け
ら
れ
て
い
る
こ
と
が
多
く
、

そ
の
場
合
、
新
株
予
約
権
が
残
存
し
て
行

使
さ
れ
た
と
し
て
も
端
数
処
理
が
可
能
と

な
り
、実
際
上
の
リ
ス
ク
は
低
い
と
さ
れ
る
。

税
務
上
の
取
扱
い

株
式
併
合
の
端
数
処
理
の
方
法
に
よ
り

完
全
子
法
人
化
が
行
わ
れ
た
場
合
、
基
本

的
に
各
当
事
者
に
お
け
る
税
務
上
の
取
扱

い
は
、
金
銭
等
交
付
株
式
交
換
と
同
様
と

な
る
。

⑴
　
支
配
株
主

株
式
併
合
の
端
数
処
理
の
方
法
に
よ
り

取
得
す
る
対
象
法
人（
株
式
交
換
等
完
全

子
法
人
）株
式
の
取
得
価
額
は
、
そ
の
取

得
の
時
に
お
け
る
そ
の
株
式
の
取
得
の
た

め
に
通
常
要
す
る
金
額
と
な
る
。

⑵
　
対
象
法
人

①
　
適
格
株
式
交
換
等
に
該
当
す
る
場
合

株
式
併
合
の
端
数
処
理
の
方
法
に
よ
る

完
全
子
法
人
化
が
適
格
株
式
交
換
等
に
該

当
す
る
場
合
に
は
、
特
段
課
税
関
係
は
生

じ
な
い
。

②
　
非
適
格
株
式
交
換
等
に
該
当
す
る

場
合

株
式
併
合
の
端
数
処
理
の
方
法
に
よ
る

完
全
子
法
人
化
が
非
適
格
株
式
交
換
等
に

該
当
す
る
場
合
に
は
、
当
該
端
数
処
理
が

完
了
し
完
全
子
会
社
化
さ
れ
る
直
前
に
有

す
る
時
価
評
価
資
産
に
つ
い
て
時
価
評
価

を
行
い
、
当
該
時
価
評
価
損
益
は
完
全
子

会
社
化
完
了
日
の
属
す
る
事
業
年
度
の
所

得
の
金
額
の
計
算
上
、
損
金
ま
た
は
益
金

の
額
に
算
入
す
る
こ
と
と
な
る
。

⑶
　
少
数
株
主

株
式
併
合
の
端
数
処
理
の
方
法
に
よ
る

完
全
子
会
社
化
が
行
わ
れ
た
場
合
に
は
、

当
該
端
数
処
理
に
よ
り
交
付
を
受
け
た
金

銭
の
額
を
譲
渡
対
価
と
し
、
端
数
処
理
に

よ
り
有
し
な
い
こ
と
と
な
る
対
象
法
人
株

式
の
端
数
処
理
直
前
の
帳
簿
価
額
を
譲
渡

原
価
と
し
て
、
譲
渡
損
益
の
計
算
を
行
う

こ
と
と
な
る（
法
法
61
の
２
①
）。


